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交通エコロジー・モビリティ財団 

令和２年ＭＭ教育実施状況アンケート調査 結果 

 

 交通エコモ財団では、平成 28 年度より自治体における交通担当部署を対象としたアンケート調

査を実施し、各地における交通環境学習の実態調査を実施している。また、平成 30 年度からは教

育委員会向けにもアンケート調査を実施している。 

 令和２年度も同様に自治体及び教育委員会向けのアンケート調査を実施した。 

 

1.1 自治体向けアンケート 

1.1.1 調査の目的 

全国の自治体における交通環境学習の継続的な実施状況及び交通環境学習を普及していく上

での課題把握を目的とする。 

 

1.1.2 調査の設計 

■調査対象 都道府県及び市（東京 23区含む） 

■調査票本数 862件（47都道府県、792市、東京 23区） 

■調査方法 配布：郵送配布 

 回収：選択方式（インターネット、FAX、メール） 

※メール回答の場合は、MM学習ポータルサイトからダウンロードできる電子データの調査票を

用いる。より回答が簡易にできるよう、配布する電子データの調査票はエクセル形式とした。 

■調査時期 令和２年 10月 12日（月）～令和２年 10月 30日（金） 

 

1.1.3 調査票の配布・回収の状況 

■配布件数 862件 

■有効回収件数（率） 411件（47.8%） 

 

表 配布件数・有効回収件数 

 配布件数

（件） 

有効回答 

回収数（件） 構成比（％） 

インターネット 

862 

282 68.6 

FAX 62 15.1 

メール 67 16.3 

その他 0 0.0 

総計 862 411 100.0 
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＜参考＞過年度調査の回収方法と回収率 ※調査方法、配布方法は今年度調査と同様 

 令和元年度調査 平成 30年度調査 平成 29年度調査 

回収数（件） 構成比（％） 回収数（件） 構成比（％） 回収数（件） 構成比（％） 

インターネット 254 59.3 265 61.3 120 24.0 

郵送 － － － － 321 64.2 

FAX 87 20.3 101 23.4 26 5.2 

メール 87 20.3 65 15.0 33 6.6 

その他 0 0 1 0.2 0 0.0 

有効回収件数 428件 

回収率 49.8％ 

100.0 432件 

回収率 50.2％ 

100.0 500件 

回収率 58.1％ 

100.0 

 

1.1.4 調査項目及び調査票の設計 

 

(1)調査対象 

アンケート調査票は、昨年度と同様、都道府県と市でＡ，Ｂの２種類に区別し、さらに、回

答のしやすさを考慮して、昨年度調査での交通環境学習の取組みの有無により、質問の内容を

下記の「内容１」、「内容２」にそれぞれ区分した。そのため、全部で４種類の調査票となって

いる。 

 

内容１：令和元年度調査で交通環境学習の取組みが確認された自治体 

内容２：令和元年度調査で交通環境学習の取組みが確認されなかった自治体 

（回答があったが未実施、未回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 アンケートの構成 

  

A．都道府県 

B．市 

A-1 前年度調査で、交通環境学習の取組みが確認された都道府県

（黄色の調査票） 

A-2 上記以外の都道府県 

（青色の調査票） 

B-1 前年度調査で、交通環境学習の取組みが確認された市 

（ピンク色の調査票） 

B-2 上記以外の市 

（みどり色の調査票） 
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令和元年度調査の結果から、各調査票は以下の通り配布した。 

 

表 各アンケート調査票の配布件数 

令和元年度調査 

問１（※）に対する選択肢 

都道府県 市区 

R01 回答数 調査票 R01 回答数 調査票 

1.実施した 18件 A1(18枚) 156件 B1（156枚） 

2.過去に実施したことはあるが、

昨年度は実施しなかった 

1件 A2(29枚) 53件 B2（657枚） 

3.これまで実施したことがない 6件 194件 

不明・無回答 0件 0件 

未回収 22件 410件 

合計 47件 47枚 813件 813枚 

   （※）問 1：貴自治体では昨年度（平成 30年度）に、「交通環境学習」を実施しましたか？ 

 

(2)調査項目 

アンケート調査項目は、昨年度と同様の内容に加えて、新型コロナウイルスに関連した設問、

エコモ財団ＨＰに掲載されている資料に関する設問を追加した。 

 

①新型コロナウイルスの影響に関連した設問 

・今年度の取り組みに関するコロナの影響 

・今年度実施する場合の理由 

 

②エコモ財団 HPからダウンロードできる資料に関する設問 

・手引きの認知度・改善のための意見収集 

・教材・事例の認知度・改善のための意見収集 
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1.1.5 調査結果 

■回答者について 

〇「都道府県」から 21件（構成比 5.1%）、「市区」から 390件（構成比 94.9%）の回答を得た。 

〇回答票の構成比を地域別に見ると、「関東」が 21.2%と最も多く、次いで「中部」が 17.8%と

なっている。 

〇人口規模別に見ると、「10万人未満」が 55.2％と最も多く、次いで「10万人以上 20万人未

満」が 19.0％、「20万人以上 50万人未満」が 15.1%となっている。 

 

 
今回調査 R01 度調査 

 
回答数

（件） 

構成比

（％） 

回答数

（件） 

構成比

（％） 

都道府県 21 5.1 25 5.8 

市区 390 94.9 403 94.2 

合計 411 100.0 428 100.0 

図 回答自治体 

 

  

都道府県

5.1%

市区

94.9%

3.4

14.4

21.2

4.9

17.8

13.9

7.5

4.1

12.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州・沖縄

（％）



5 

  今回調査 R01 度調査 

 
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

北海道 14 3.4 16 3.7 

東北 59 14.4 54 12.6 

関東 87 21.2 91 21.3 

北陸 20 4.9 25 5.8 

中部 73 17.8 88 20.6 

近畿 57 13.9 57 13.3 

中国 31 7.5 25 5.8 

四国 17 4.1 14 3.3 

九州・沖縄 53 12.9 58 13.6 

不明・無回答 0 0.0 0 0.0 

合計 411 100.0 428 100.0 

図 地方種別 

 

 

  今回調査 R01 度調査 

 
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

都道府県 21 5.1 25 5.8 

10 万人未満 227 55.2 249 58.2 

10 万人以上 20 万人未満 78 19.0 77 18.0 

20 万人以上 50 万人未満 62 15.1 58 13.6 

50 万人以上 23 5.6 19 4.4 

不明・無回答 0 0.0 0 0.0 

合計 411 100.0 428 100.0 

図 人口規模別  

都道府県

5.1%

10万人未満

55.2%

10万人以上

20万人未満

19.0%

20万人以上

50万人未満

15.1%

50万人以上

5.6%
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(1)「交通環境学習」の実施状況 

1)「交通環境学習」の実施 

①「交通環境学習」の実施 

 

○交通環境学習の実施状況は、「実施した」が 35.5％で、「過去に実施したことはあるが、昨年

度は実施しなかった」（14.1％）を含めると、今まで実施実績がある自治体は 49.6％となって

いる。 

〇前年度調査と比較すると、実施実績のある自治体の割合は 3.7ポイント減少している。 

〇地方別に見ると、半数以上の自治体に実施実績があるのは北海道（64.3％）、北陸

（55.0％）、中部（58.9％）、近畿（52.6％）、中国（64.5％）である。 

〇都道府県の実施率は 61.9％、市区の実施率は 49.0％となっており、市区について人口規模別

にみると、人口規模が大きいほど実施率が高く、50万人以上の自治体では 73.9％となってい

る。 

 

 

 今回調査 R01 度調査 H30 度調査 

 回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

実施した 146 35.5 174 40.7 178 41.2 

過去に実施したことはあるが、 
昨年度は実施しなかった 

58 14.1 54 12.6 43 10.0 

これまで実施したことがない 205 49.9 200 46.7 211 48.8 

不明・無回答 2 0.5 0 0.0 0 0.0 

合計 411 100.0 428 100.0 432 100.0 

実施したことがある 204 49.6 228 53.3 221 51.2 

図「交通環境学習」の実施 

  

40.7

35.5

12.6

14.1

46.7

49.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

R01度調査(N=428)

今回調査(N=411)

実施した

過去に実施したことはあるが、昨年度は実施しなかった

これまで実施したことがない

不明・無回答

（％）

問１ 貴自治体では昨年度（令和元年度）に、「交通環境学習」を実施しましたか？（１つに○） 

実施実績あり 

49.6％ 

53.3％ 
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＜参考＞調査票ごとの回答件数 

  

合計 A-1 A-2 B-1 B-2 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

実施した 146 35.5 7 63.6 3 30.0 83 82.2 53 18.3 

過去に実施したことはある
が、昨年度は実施しなかった 

58 14.1 3 27.3 0 0.0 18 17.8 37 12.8 

これまで実施したことがない 205 49.9 0 0.0 7 70.0 0 0.0 198 68.5 

不明・無回答 2 0.5 1 9.1 0 0.0 0 0.0 1 0.3 

合計 411 100.0 11 100.0 10 100.0 101 100.0 289 100.0 

実施したことがある 204 49.6 10 90.9 3 30.0 101 100.0 90 31.1 

 

Ａ-1 前年度調査で、交通環境学習の取組みが確認された都道府県 

Ａ-2 上記以外の都道府県 

Ｂ-1 前年度調査で、交通環境学習の取組みが確認された市区 

Ｂ-2 上記以外の市区 
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47.6

34.9

24.6

41.0

57.4

56.5

14.3

14.1

15.8

10.3

11.5

17.4

33.3

50.8

59.2

48.7

31.1

26.1

4.8

0.3

0.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

都道府県(N=21)

市区(N=390)

10万人未満(N=228)

10万人以上20万人未満(N=78)

20万人以上50万人未満(N=61)

50万人以上(N=23)

実施した

過去に実施したことはあるが、昨年度は実施しなかった

これまで実施したことがない

不明・無回答

（％）

 

 

図 地方別「交通環境学習」の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口規模別「交通環境学習」の実施状況 

  

42.9

28.8

32.2

40.0

43.8

26.3

51.6

41.2

32.1

21.4

15.3

6.9

15.0

15.1

26.3

12.9

5.9

11.3

35.7

55.9

60.9

45.0

41.1

47.4

32.3

47.1

56.6

3.2

5.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

北海道(N=14)

東北(N=59)

関東(N=87)

北陸(N=20)

中部(N=73)

近畿(N=57)

中国(N=31)

四国(N=17)

九州・沖縄(N=53)

実施した

過去に実施したことはあるが、昨年度は実施しなかった

これまで実施したことがない

不明・無回答

（％）

実施実績あり 
61.9％ 

 
49.0％ 

 
40.4％ 

 
51.3％ 

 
68.9％ 

 
73.9％ 
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②「交通環境学習」を継続的に実施できる理由 

  （前年度調査で交通環境学習の実施が確認された自治体のみの設問:A-1・B-1調査票） 

 

○前年度調査で実施が確認された自治体に、交通環境学習を継続的に実施できる理由をお聞き

したところ、「自治体の方針や計画に位置づけられている」が 47.8％と最も高く、次いで「効

果が期待できる」が 45.6％、「学校や市町村、交通事業者が主体となって実施している」が

37.8％となっている。「学校からの要請がある」は 27.8％であった。 

 自治体の方針や計画に位置づけられている自治体の割合が昨年度に比べ高くなっているのが

特徴である。また、期待する効果の主な内容としては、「公共交通の利用促進・利用者増」が

最も多かった。 

 
 今回調査 R01 度調査 H30 度調査 

 回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

効果が期待できる 41 45.6 52 45.6 41 41.0 

学校や市町村、交通事業者が 
主体となって実施している 

34 37.8 45 39.5 45 45.0 

学校からの要請がある 25 27.8 26 22.8 30 30.0 

自治体の方針や計画に 
位置付けられている 

43 47.8 46 40.4 44 44.0 

その他 8 8.9 9 7.9 11 11.0 

不明・無回答 1 1.1 0 0.0 1 1.0 

合計（回答対象件数） 90 100.0 114 100.0 100 100.0 

図 「交通環境学習」を継続的に実施できる理由 

■「1.期待する効果」の主な内容        ■「5.その他」の主な内容 

 

 

 

 

 

45.6

37.8

27.8

47.8

8.9

1.1

45.6

39.5

22.8

40.4

7.9

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

効果が期待できる

学校や市町村、交通事業者が

主体となって実施している

学校からの要請がある

自治体の方針や計画に

位置付けられている

その他

不明・無回答

今回調査(N=90)

R01度調査(N=114)

（％）

（問１で「1」（実施した）とお答えの方にお伺いします。） 

副問 「交通環境学習」を継続的に実施できる理由は何ですか？（いくつでも） 

・学校や地元団体、交通事業者が意欲的・協力的であ

る（4 件） 

・交通安全教室を併せて実施している 

・補助金等で予算が確保できた 

・継続的に取り組むことによって効果がでると考え

ている 

分類項目 件数（件）

公共交通の利用促進・利用者増 22

公共交通のことを知ってもらう
・興味を持ってもらう

13

利用方法の周知・マナーの向上 1

エコや環境問題に対する意識の啓発 2
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③「交通環境学習」に取組む意向 

  (前年度調査で交通環境学習の実施が確認されなかった自治体のみの設問:A-2・B-2調査票） 

 

○実施しなかった自治体に、交通環境学習に取組む意向をお聞きしたところ、「関心はあったが

検討しなかった」が 75.6％と最も多く、次いで「関心もない」が 14.0％、「取組に向けて検

討したが断念した」は 9.9％となっている。「取組に向けて検討したが断念した」と「関心は

あったが検討しなかった」をあわせると、関心のある自治体は 85.5％と 8割を超えており、

昨年度調査より 1.4ポイント増加している。 

 

  

 

  今回調査 R01 度調査 H30 度調査 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

取組に向けて検討したが断念した 24 9.9 25 10.7 17 7.2 

関心はあったが検討しなかった 183 75.6 171 73.4 180 76.6 

関心もない 34 14.0 36 15.5 38 16.2 

不明・無回答 1 0.4 1 0.4 0 0.0 

合計（回答対象件数） 242 100.0 233 100.0 235 100.0 

関心がある 207 85.5 196 84.1 197 83.8 

図 「交通環境学習」に取組む意向 

 

10.7

9.9

73.4

75.6

15.5

14.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

R01度調査(N=233)

今回調査(N=242)

取組に向けて検討したが断念した 関心はあったが検討しなかった

関心もない 不明・無回答

（％）

（問１で「２」（過去に実施したことはあるが、昨年度は実施しなかった）「３」（これまで実施

したことがない）とお答えの方にお伺いします。） 

副問 「交通環境学習」に取組む意向はありましたか？ （１つに○） 

関心度 
85.5％ 

84.1％ 
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図 自治体規模別「交通環境学習」に取組む意向 

 

 

図 実施状況別「交通環境学習」に取組む意向 

  

0.0

10.2

9.5

11.6

8.3

20.0

100.0

74.9

74.7

74.4

79.2

70.0

0.0

14.5

15.8

14.0

12.5

0.0

0.4

10.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

都道府県(N=7)

市区(N=235)

10万人未満(N=158)

10万人以上20万人未満(N=43)

20万人以上50万人未満(N=24)

50万人以上(N=10)

取組に向けて検討したが断念した

関心はあったが検討しなかった

関心もない

不明・無回答

（％）

21.6

7.8

73.0

76.1

2.7

16.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

過去に実施したことはあるが、

昨年度は実施しなかった(N=37)

これまで実施したことがない
(N=205)

取組に向けて検討したが断念した

関心はあったが検討しなかった

関心もない

不明・無回答

（％）

関心度 
100.0％ 

 

85.1％ 

 

84.2％ 

 

86.0％ 

 

87.5％ 

 

90.0％ 

関心度 
94.6％ 

 

83.9％ 
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④実施しなかった理由 

 

○「担当部課の人手不足」が 49.0％と回答者の半数以上を占め、次いで「取組方法がわからな

い」が 33.8％、「教材の作成や準備が大変」が 28.5％、「効果がわからない」が 28.5％、「予

算が確保できない」が 24.7％と続く。また、その他の意見として、「悪天候、新型コロナウイ

ルスの影響（休校、イベントの中止）」も 8件挙げられた。 

  

 

  今回調査 R01 度調査 H30 度調査 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

取組方法がわからない 89 33.8 90 35.4 97 38.2 

担当部課の人手不足 129 49.0 137 53.9 146 57.5 

予算が確保できない 65 24.7 64 25.2 75 29.5 

効果が分からない 75 28.5 74 29.1 80 31.5 

学校の協力が得られない 19 7.2 27 10.6 21 8.3 

教材の作成や準備が大変 75 28.5 82 32.3 78 30.7 

その他 58 18.3 47 18.5 41 16.1 

不明・無回答 6 5.7 3 1.2 0 0.0 

合計（回答対象件数） 263 100.0 254 100.0 254 100.0 

図 実施しなかった理由 

  

33.8

49.0

24.7

28.5

7.2

28.5

22.1

2.3

35.4

53.9

25.2

29.1

10.6

32.3

18.5

1.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

今回調査(N=263)

R01調査(N=254)

（％）

（問１で「２」（過去に実施したことはあるが、昨年度は実施しなかった）「３」（これまで実施

したことがない）とお答えの方にお伺いします。） 

副問 「交通環境学習」を実施しなかった理由は何ですか？（いくつでも） 
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■「7.その他」の主な意見 

 

 

○人口規模に関わらず、「担当部課の人手不足」が多く挙げられている。50万人以上の市区で

は、「効果が分からない」が最も多く挙げられており、「取組方法がわからない」も「担当課

の人手不足」と同程度となっている。 

 

 

図 人口規模別 実施しなかった理由 

  

分類項目 件数（件）

学校からの依頼、要望がなかった 12

他の実施主体（学校、交通事業者）が取り組んでいる 12

悪天候、新型コロナウイルスの影響（休校、イベントの中止） 8

関係機関との調整がうまくいかなかった 6

必要性を感じていない・実施の検討をしていない 5

高齢者・就学前園児を対象とした学習を実施している 3

翌年度以降の取組を検討をしていた 2

自治体の公共交通に関する計画にない・計画を策定中 2

他に優先する業務がある 1

その他 6

33.3

48.5

21.1

32.2

7.6

28.7

17.0

5.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

10万人未満(N=171)
（％）

34.4

49.4

25.3

29.6

7.5

29.6

17.4

4.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

市区(N=253)
（％）

20.0

40.0

10.0

0.0

0.0

0.0

40.0

30.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

都道府県(N=10)
（％）

40.0

40.0

20.0

60.0

20.0

10.0

20.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

50万人以上(N=10)
（％）

42.3

46.2

34.6

26.9

0.0

38.5

15.4

3.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

20万人以上50万人未満(N=26)
（％）

32.6

56.5

37.0

15.2

8.7

32.6

19.6

2.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

10万人以上20万人未満(N=46)
（％）
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【取組む意向別 実施しなかった理由】 

○いずれの団体も「担当部課の人手不足」が多く挙げられていた。 

〇関心のない自治体では、「効果がわからない」も多くなっている。 

 

 

図 取組意向別 実施しなかった理由 

 

  

44.1

55.9

35.3

52.9

8.8

38.2

8.8

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

関心もない(N=34) （％）

38.3

54.6

24.0

29.5

5.5

30.6

16.9

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

関心はあったが

検討しなかった(N=183) （％）

16.7

33.3

33.3

12.5

16.7

20.8

29.2

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

取組方法がわからない

担当部課の人手不足

予算が確保できない

効果が分からない

学校の協力が得られない

教材の作成や準備が大変

その他

不明・無回答

取組に向けて検討したが

断念した(N=24) （％）
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 2)交通環境学習の実施方法 

  （問１で「実施した」と回答した自治体のみ） 

①授業の一環としての「交通環境学習」の実施 

 

○学校の授業の一環として「実施した」が 72.6％を占める。 

 

 

  今回調査 R01 度調査 H30 度調査 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

実施した 106 72.6 116 66.7 123 69.1 

実施していない 38 26.0 57 32.8 55 30.9 

不明・無回答 2 1.4 1 0.6 0 0.0 

合計（回答対象件数） 146 100.0 174 100.0 178 100.0 

図 「交通環境学習」の学校の授業の一環としての実施 

  

66.7

72.6

32.8

26.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

R01度調査(N=174)

今回調査(N=146)

実施した 実施していない 不明・無回答
（％）

問２ 昨年度、貴自治体で取り組まれた「交通環境学習」の実施方法についてお伺いします。 

(1)それは、学校の授業の一環として実施しましたか？ 
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図 地方別「交通環境学習」の学校の授業の一環としての実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口規模別「交通環境学習」の学校の授業の一環としての実施 

  

50.0

58.8

78.6

62.5

68.8

80.0

81.3

71.4

82.4

50.0

35.3

21.4

25.0

31.3

20.0

18.8

28.6

17.6

5.9

12.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

北海道(N=6)

東北(N=17)

関東(N=28)

北陸(N=8)

中部(N=32)

近畿(N=15)

中国(N=16)

四国(N=7)

九州・沖縄(N=17)

実施した 実施していない 不明・無回答

（％）

20.0

76.5

73.2

81.3

74.3

84.6

80.0

22.1

25.0

18.8

22.9

15.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

都道府県(N=10)

市区(N=136)

10万人未満(N=56)

10万人以上20万人未満(N=32)

20万人以上50万人未満(N=35)

50万人以上(N=13)

実施した 実施していない 不明・無回答

（％）
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②授業の実施主体 

 

○「出前講座として学校からの依頼に対応」が 43.4％と最も多く、次いで「貴自治体が学校に

依頼して実施」が 38.7％、「国や市町村、交通事業者等が主体となり実施」が 17.0％の順と

なっている。 

 

図 授業の実施主体 

 

  今回調査 R01 度調査 H30 度調査 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

貴自治体が学校に依頼して実施 41 38.7 46 39.7 48 39.0 

自治体指定の共通カリキュラムを
学校で実施 

4 3.8 7 6.0 3 2.4 

各学校が独自カリキュラムで取組 16 15.1 27 23.3 30 24.4 

出前講座として学校からの依頼に
対応 

46 43.4 38 32.8 36 29.3 

国や市町村、交通事業者等が主体
となり実施 

18 17.0 27 23.3 27 22.0 

その他 7 6.6 11 9.5 11 8.9 

不明・無回答 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

合計（回答対象件数） 106 100.0 116 100.0 123 100.0 

 

■「その他」の内容 

 

 

 

 

  

38.7

3.8

15.1

43.4

17.0

6.6

39.7

6.0

23.3

32.8

23.3

9.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラム

を学校で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの

依頼に対応

国や市町村、交通事業者等が

主体となり実施

その他

今回調査(N=106)

R01調査(N=116)

（％）

（（1）で 「1」（学校の授業の一環として実施した）とお答えの方にお伺いします。） 

副問 授業の実施主体をお答えください。（いくつでも） 

・学校からの応募に基づき自治体が主体となって実施（4件） 

・出前講座として民間団体からの依頼に対応 

・環境に関する課外授業の一環として実施 

・職場体験として学校からの依頼に対応 
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図 地方別 授業の実施主体（複数回答） 

  

40.9

9.1

13.6

9.1

36.4

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラムを学校

で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの依頼に対応

国や市町村、交通事業者等が主体とな

り実施

その他

不明・無回答

関東(N=22)
（％）

40.0

0.0

20.0

60.0

10.0

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラムを学校

で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの依頼に対応

国や市町村、交通事業者等が主体とな

り実施

その他

不明・無回答

東北(N=10)
（％）

0.0

0.0

0.0

100.0

0.0

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラムを学校

で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの依頼に対応

国や市町村、交通事業者等が主体とな

り実施

その他

不明・無回答

北海道(N=3)
（％）

33.3

0.0

16.7

50.0

25.0

16.7

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラムを学

校で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの依頼に対

応

国や市町村、交通事業者等が主体と

なり実施

その他

不明・無回答

近畿(N=12)
（％）

52.2

4.3

17.4

43.5

8.7

8.7

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラムを学校

で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの依頼に対応

国や市町村、交通事業者等が主体とな

り実施

その他

不明・無回答

中部(N=23)
（％）

40.0

20.0

20.0

60.0

0.0

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラムを学校

で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの依頼に対応

国や市町村、交通事業者等が主体と

なり実施

その他

不明・無回答

北陸(N=5)
（％）

50.0

0.0

14.3

42.9

0.0

7.1

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラムを学校

で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの依頼に対応

国や市町村、交通事業者等が主体とな

り実施

その他

不明・無回答

九州・沖縄(N=14)
（％）

20.0

0.0

0.0

60.0

40.0

20.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラムを学

校で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの依頼に対

応

国や市町村、交通事業者等が主体と

なり実施

その他

不明・無回答

四国(N=5)
（％）

30.8

0.0

15.4

53.8

7.7

15.4

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が学校に依頼して実施

自治体指定の共通カリキュラムを学校

で実施

各学校が独自カリキュラムで取組

出前講座として学校からの依頼に対応

国や市町村、交通事業者等が主体と

なり実施

その他

不明・無回答

中国(N=13)
（％）
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③授業以外の実施（自由記述） 

 

○学校の授業以外での実施形式に関する回答は 56件あった。 

〇最も多かったのは「バスまつり、イベント」で 37件あった。 

※一つの回答につき複数の分類としているため、件数とは一致しない。 

 

表 学校の授業以外での実施形式 

分類項目 件数（件） 

バスまつり、イベント 37 

放課後や休日、長期休暇を利用した学習 4 

学校以外（地域や幼稚園、保育園）への出前講座 3 

高齢者を対象とした生涯学習、出前講座 3 

ノーマイカーウィーク・利用促進キャンペーンの実施 3 

コンテスト開催・掲示物 2 

その他 4 

 

  

(2)学校の授業以外ではどのような形（フォーラム、バスまつりなど）で実施しましたか？ 
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④授業以外の実施主体 

 

○「貴自治体が主体となり実施」が 66.0％と最も多く、次いで「交通事業者が主体となり実

施」が 32.1％の順となっている。 

 

 

  今回調査 R01 度調査 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

貴自治体が主体となり実施 35 64.8 44 54.3 

国や市町村が主体となり実施 3 5.6 7 8.6 

交通事業者が主体となり実施 17 31.5 27 33.3 

その他 15 27.8 17 21.0 

不明・無回答 0 0.0 5 6.2 

合計（回答対象件数） 53 100.0 81 100.0 

図 授業以外の実施主体 

 

 ■「その他」の内容 

・国、県、市、交通事業者などの共同実施（4 件） 

・自治体の公共交通委員会、協議会等（3 件） 

・鉄道の活性化協議会（2 件） 

・学校（2 件） 

・広域連合及び運行事業者 

・商業施設主体イベントの１つに市として出展 

・県バス協会が主体となり実施 

・NPO が主体となり、自治体、交通事業者が協力して実施 

  

66.0

5.7

32.1

28.3

0.0

54.3

8.6

33.3

21.0

6.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

貴自治体が主体となり実施

国や市町村が主体となり実施

交通事業者が主体となり実施

その他

不明・無回答

今回調査(N=53)

R01調査(N=81)

（％）

（（2）（学校の授業以外での形式）でご回答いただいた方にお伺いします。） 

副問 (2)でご回答いただいた活動の実施主体をお答えください。（いくつでも） 
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⑤実施した「交通環境学習」の対象者と内容 

 

○小学生を対象とした「バスや電車等の体験乗車・乗り方教室」が最も多く 71.9％を占め、「バ

スや電車等の乗り方の座学」が 40.4％と続く。 

○「バリアフリーに関する学習（座学）」は小学生で 11.0％、「バリアフリーに対する学習（体

験型）」は小学生で 18.5％、その他の対象で 2.7～4.1％となっている。 

 

 

 

図 「交通環境学習」の対象者と内容  
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1.4

0.0

3.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

バスや電車等の乗り方の座学

地球環境問題と交通に関する座学

バリアフリーに関する学習（座学）

バスや電車等の体験乗車・乗り方教室

交通すごろく

フードマイレージ

バリアフリーに関する学習（体験型）

小学生

中学生

高校生

大学生

その他

（％）

小学生 中学生 高校生 大学生 その他
不明・
無回答

実施
団体数

小学生 中学生 高校生 大学生 その他
不明・
無回答

実施
団体数

バスや電車等の乗り方の座学 59 9 1 1 15 79 146 40.4 6.2 0.7 0.7 10.3 54.1 100.0

地球環境問題と交通に関する座学 29 6 0 1 8 114 146 19.9 4.1 0.0 0.7 5.5 78.1 100.0

バリアフリーに関する学習（座学） 16 4 0 1 3 128 146 11.0 2.7 0.0 0.7 2.1 87.7 100.0

バスや電車等の体験乗車・乗り方教室 105 17 13 12 31 32 146 71.9 11.6 8.9 8.2 21.2 21.9 100.0

交通すごろく 7 1 1 0 2 138 146 4.8 0.7 0.7 0.0 1.4 94.5 100.0

フードマイレージ 1 1 0 0 0 145 146 0.7 0.7 0.0 0.0 0.0 99.3 100.0

バリアフリーに関する学習（体験型） 27 6 4 4 5 145 146 18.5 4.1 2.7 2.7 3.4 99.3 100.0

その他１ 18 7 7 3 6 121 146 12.3 4.8 4.8 2.1 4.1 82.9 100.0

その他２ 4 5 2 2 3 140 146 2.7 3.4 1.4 1.4 2.1 95.9 100.0

座
学

体
験
型

そ
の
他

回答者数（件） 構成比（％）

問３ 実施した「交通環境学習」の対象者と内容は？ 

（枠内の該当する部分に○をご記入ください） 

0 

0 

0 

0 
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■「その他」の内容 

・地域の公共交通に関する講座（5 件） 

・無料乗車券、フリーきっぷの配布（4 件） 

・バス運転士、鉄道職員の職業体験（2 件） 

・紙芝居を活用した学習（2 件） 

・ノーマイカーウィークの呼びかけ 

・お絵かきバス 

・路面電車、路線バス、コミュニティサイクルを利用したスタンプラリーとワークショップ 

・公共交通を活用した校外学習 

・ペーパークラフトバスの作製 

・時刻表の見方に関する説明 

・地球環境問題と交通に関する動画教材の視聴 

・目的地を設定し、様々な交通手段を検討の上、金額や時間、CO2 排出量などを比較し、移動の在り方を考

える 

・電気自動車の見学 

・路線バスの現状と利用促進に関する座学 

・座学と体験型（交通すごろく、実車を見て環境への影響を学ぶ）を１つのカリキュラムとして実施 

・ＪＲ歴史学習 

・自転車等の交通ルール 

・鉄道利用者へのマナーアップ呼びかけ 

・目的地までの移動プランの作成 

・高齢者向けのバスでお出かけ計画作成 

・様々な交通手段の紹介 

・バスや鉄道など公共交通機関の乗り方について 
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(2)今後の「交通環境学習」について 

①今後「交通環境学習」に取組む意向 

 

○「取り組まない」が 48.7％と最も高く、次いで「わからない」が 25.1％となっている。 

○「取組む予定である」は 12.9％、「取り組む予定であるが、新型コロナウイルスの影響により

当初の予定とは異なる方法で実施する」「取り組む予定であるが、新型コロナウイルスの影響

により中止も考えられる」は合わせて 12.9％であり、「取り組む予定」のうち半数は新型コロ

ナウイルスの影響により取組内容の変更や中止を検討していることがわかった。 

 

 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

取組む予定である 53 12.9 

取組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により
当初の計画とは異なる方法で実施する 16 3.9 

取組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により
中止も考えられる 37 9.0 

取組まない 200 48.7 

わからない 103 25.1 

不明・無回答 2 0.5 

合計 411 100.0 

取組む予定あり 106 25.8 

図 「交通環境学習」に取組む予定 

 

  

12.9 3.9 9.0 48.7 25.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

今回調査(N=411)

取組む予定である

取組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により当初の計画とは異なる方法で実施する

取組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により中止も考えられる

取組まない

わからない

不明・無回答

（％）

問４ 今後の「交通環境学習」の取組みについてお伺いします。 

(1)今年度（令和 2年度）、「交通環境学習」に取組む予定はありますか？（１つに○） 

取組む予定である（25.8％） 
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図 地方別 「交通環境学習」に取組む予定 

 

図 人口規模別 「交通環境学習」に取組む予定  
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50.0
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52.6

41.9

47.1

49.1

14.3

30.5

24.1

15.0

27.4

21.1

19.4

41.2

26.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

北海道(N=14)

東北(N=59)

関東(N=87)

北陸(N=20)

中部(N=73)

近畿(N=57)

中国(N=31)

四国(N=17)

九州・沖縄(N=53)

取組む予定である

取組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により当初の計画とは異なる方法で実施する

取組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により中止も考えられる

取組まない

わからない

不明・無回答

（％）

14.3

9.6

16.7

14.8

26.1

9.5

0.9

7.7

6.6

8.7

4.8

9.6

7.7

8.2

13.0

57.1

49.6

44.9

52.5

34.8

14.3

29.8

23.1

16.4

17.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

都道府県(N=21)

10万人未満(N=228)

10万人以上20万人未満

(N=78)

20万人以上50万人未満

(N=61)

50万人以上(N=23)

取組む予定である

取組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により当初の計画とは異なる方法で実施する

取組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により中止も考えられる

取組まない

わからない

不明・無回答

（％）
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②今年度の「交通環境学習」の取組み方法 

 

※1件の回答を複数に分類しているため、件数とは一致しない。 

 

【取り組む予定である】 

〇「鉄道・バスの乗り方教室、マナー講座」が最も多く、検討中という回答も見られた。 

分類項目 件数（件） 

鉄道・バスの乗り方教室、マナー講座 15 

感染症対策に配慮して、例年とは異なるかたちで実施・検討中 11 

公共交通に関する座学・体験型学習 10 

学校等の要望・依頼があれば実施 6 

パンフレット・リーフレット、お試し乗車券・フリーきっぷの配布 2 

その他 12 

 

【取り組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により当初の計画とは異なる方法で実施する】 

〇当初はイベントやグループでの学習を予定していたが、学校単位での対応とする、グルー

プにならない個別の学習とする、などの工夫を挙げている自治体が見られた。 

分類項目 件数（件） 

グループにならない個別の学習 4 

学校での乗り方教室 3 

一部プログラムの中止・変更、検討中 3 

ホームページ等での広報、パネル展示 2 

冊子・動画教材を用いた学習 1 

その他 3 

 

【取り組む予定だが、新型コロナウイルスの影響により中止も考えられる】 

〇「未定、検討中」が最も多く見られ、「既に中止が決定している」も 5件あった。 

分類項目 件数（件） 

未定、検討中 11 

鉄道・バスの乗り方教室 7 

既に中止が決定している（新型コロナウイルスの影響） 5 

要望があれば実施する 4 

公共交通に関する座学・体験型学習 4 

その他 6 

  

副問 4.1 （1）で 「1」「2」「3」とお答えの方にお伺いします。 

今年度の「交通環境学習」は、どのような方法で取組む予定ですか。当初の計画とは異なる方

法で実施する場合、当初の計画についても教えてください。（自由記述） 
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③コロナの影響がある中で「交通環境学習」を実施する理由 

 

○「自治体として公共交通の利用促進を図るため」が 78.3％と最も多く、次いで「身のまわり

の交通に関する知識を学習するため」が 50.9％となった。 

 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

身のまわりの交通に関する知識を学習するため 54 50.9 

自治体として公共交通の利用促進を図るため 83 78.3 

人や社会、環境にやさしい行動を取ることができる
人材の育成を目指しているため 20 18.9 

他の教科では学習することができない内容・能力の
強化が目指せるため 11 10.4 

市町村・交通事業者等からの要請があったため 8 7.5 

その他 21 19.8 

不明・無回答 2 1.9 

合計 106 100.0 

図 「交通環境学習」を実施する理由 

 

■「その他」の内容 

 

 

  

50.9

78.3

18.9

10.4

7.5

19.8

1.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

身のまわりの交通に関する知識を学習するため

自治体として公共交通の利用促進を図るため

人や社会、環境にやさしい行動を取ることができる人
材の育成を目指しているため

他の教科では学習することができない内容・能力の
強化が目指せるため

市町村・交通事業者等からの要請があったため

その他

不明・無回答
今回調査(N=106)

（％）

副問 4.2 （1）で 「1」「2」「3」とお答えの方にお伺いします。 

新型コロナウイルスの影響で、学校の授業・イベント自体が縮小されている中において、交通

環境学習を実施する理由は何ですか？（いくつでも） 

・学校からの要請があったため（6 件） 

・感染対策の徹底でリスクを抑えながら実施できると考えたため（4 件） 

・コロナ禍で利用が減少している公共交通の利用促進を図るため（3 件） 

・通学での安全なバス利用のため 

・学校から乗り方教室実施について理解を得られたため 

・首長の要請による 
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④これまでの「交通環境学習」への取組み 

 

○今年度の交通環境学習への取り組みについて、「取り組まない」「わからない」の回答者にこ

れまでの取組みについて聞いたところ、「これまで実施したことがない」が 63.7％と最も高

く、次いで「例年は実施していたが、今年度は新型コロナウイルスの影響のため中止した」

が 18.2％であり、新型コロナウイルスが交通環境学習の実施へ影響を与えていることがうか

がえる。 

〇地方別に見ると、関東及び中部では、「例年は実施していたが、今年度は新型コロナウイルス

の影響のため中止した」と回答した自治体が 10件以上あった。 

 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

例年は実施していたが、今年度は新型コロナウイルス
の影響のため中止した 

55 18.2 

例年は実施していたが、今年度は取組まない（新型コ
ロナウイルスの影響以外） 

7 2.3 

これまで実施したことがない 193 63.7 

その他 48 15.8 

不明・無回答 0 0.0 

合計 303 100.0 

図 これまでの交通環境学習の取組み 

 

■「その他」の主な内容 

・例年ではないが、過去に実施したことはある（今年度は取組まない）（20 件） 

・学校、自治体、教育委員会等からの要請があれば実施している（15 件） 

・各学校の授業や、他の事業の中で独自に実施している（4 件） 

・未定・検討中（3 件） 

・今年度の取り組みは終了（見込） 

 

18.2 2.3 63.7 15.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

今回調査(N=303)

例年は実施していたが、今年度は新型コロナウイルスの影響のため中止した

例年は実施していたが、今年度は取組まない（新型コロナウイルスの影響以外）

これまで実施したことがない

その他

不明・無回答

（％）

副問 4.3 （1）で「4」「5」とお答えの方にお伺いします。 

これまでの「交通環境学習」への取組について教えてください。（１つに〇） 
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図 地方別 これまでの交通環境学習の取組  

1

6

11

3

14

3

6

5

6

3

2

1

1

5

30

52

9

27

24

10

9

27

3

4

6

1

10

14

3

1

6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

北海道(N=9)

東北(N=43)

関東(N=69)

北陸(N=13)

中部(N=53)

近畿(N=42)

中国(N=19)

四国(N=15)

九州・沖縄(N=40)

例年は実施していたが、今年度は新型コロナウイルスの影響のため中止した

例年は実施していたが、今年度は取組まない（新型コロナウイルス以外の影響）

これまで実施したことがない

その他

不明・無回答

（件）
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⑤「交通環境学習」への新型コロナウイルスの影響 

 

○前問で「例年は実施していたが、今年度は新型コロナウイルスの影響のため中止した」の回

答者にその理由を聞いたところ、「3密対策の取組みのため全校生徒・全学年を集めた授業が

難しいため」が 41.8％と最も多く、次いで「全体的な授業数が減っており、他の教科の学習

を優先する必要があるため」が 30.9％となった。 

〇「その他」の内容として、「バスまつりなど、イベント自体が中止になったため」の回答が 9

件挙げられた。 

 

 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

遠足、校外学習、修学旅行等がなくなり学校行事とし
て公共交通を利用する機会がなくなったため 2 3.6 

3 密対策の取組みのため全校生徒・全学年を集めた授
業が難しいため 23 41.8 

接触機会削減の取組みのため外部から講師を招聘する
ことが難しいため 10 18.2 

全体的な授業数が減っており、他の教科の学習を優先
する必要があるため 17 30.9 

交通事業者等の協力を得られなかったため 5 9.1 

その他 23 41.8 

不明・無回答 1 1.8 

合計 55 100.0 

図 「交通環境学習」への新型コロナウイルスの影響 

  

3.6

41.8

18.2

30.9

9.1

41.8

1.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

遠足、校外学習、修学旅行等がなくなり学校行事

として公共交通を利用する機会がなくなったため

3密対策の取組みのため

全校生徒・全学年を集めた授業が難しいため

接触機会削減の取組みのため外部から

講師を招聘することが難しいため

全体的な授業数が減っており、他の教科の

学習を優先する必要があるため

交通事業者等の協力を得られなかったため

その他

不明・無回答
今回調査(N=55)

（％）

副問 4.4 副問で 4.3 「1」とお答えの方にお伺いします。 

新型コロナウイルスの影響により交通環境学習が実施できなくなった理由としては、どのよう

なものがありますか？（いくつでも） 
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■「その他」の主な内容 

・バスまつりなど、イベント自体が中止になったため（9件） 

・全般的な感染拡大防止のため（6件） 

・3密を避けるため（バスの試乗など）（3件） 

・接触機会削減のため（3件） 

・主催者が密を避けられないと判断したため 

・出前講座の要望がないため 
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⑥「交通環境学習」に取組んでいく上での課題や障壁 

 

○「教材の準備などが大変」が 39.7％と最も高く、次いで「具体的な取組内容がわからない」

が 36.7％、「具体的事例を知る機会が少ない」が 33.6％となっている。 

 

 

  今回調査 R01 度調査 H30 度調査 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

教育委員会の理解が得られない 17 4.1 25 5.8 27 6.3 

具体的な取組内容がわからない 151 36.7 140 32.7 145 33.6 

学校の協力が得られない 
（アプローチの仕方がわからない） 60 14.6 55 12.9 57 13.2 

交通事業者の協力を得られない 17 4.1 17 4.0 10 2.3 

期待した効果が得られない 57 13.9 62 14.5 63 14.6 

教材の準備などが大変 163 39.7 168 39.3 170 39.4 

進め方について相談できる窓口がない 76 18.5 67 15.7 75 17.4 

具体的事例を知る機会が少ない 138 33.6 131 30.6 161 37.3 

その他 104 25.3 103 24.1 92 21.3 

不明・無回答 13 3.2 17 4.0 22 5.1 

合計（回答対象件数） 411 100.0 428 100.0 432 100.0 

図 「交通環境学習」に取組んでいく上での課題や障壁 
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33.6

25.3

3.2

5.8

32.7

12.9

4.0

14.5

39.3

15.7

30.6

24.1

4.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

教育委員会の理解が得られない

具体的な取組内容がわからない

学校の協力が得られない
（アプローチの仕方がわからない）

交通事業者の協力を得られない

期待した効果が得られない

教材の準備などが大変

進め方について相談できる窓口がない

具体的事例を知る機会が少ない

その他

不明・無回答

今回調査(N=411)

R01度調査(N=428)

（％）

問５ 「交通環境学習」に取組んでいく上での課題や障壁は何ですか？（いくつでも） 
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■「その他」の主な項目 

分類項目 件数（件） 

担当課の人手不足 20 

関係機関との調整・学校の理解 14 

効果の把握方法 11 

予算の確保 12 

新型コロナウイルスへの対応方法 5 

授業時間が確保できない 4 

「交通環境学習」の認知度の・優先度の低さ 4 

イベント等の地域住民に対する効果的な集客・周知方法 3 

教材開発・学習内容 2 

課題や障壁はない・認識していない 25 

その他 12 

 

  



33 

○人口規模別にみると、いずれの人口規模においても「教材の準備が大変」の割合が高くなっ

ている。10万人未満では、「具体的な取組み方法がわからない」、20万人以上では「その他」

も多く挙げられている。 

 

 

 

図 人口規模別「交通環境学習」に取組んでいく上での課題や障壁（複数回答） 

  

1.7

22.0

6.9

1.3

7.8

19.7

10.2

19.0

9.9

1.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

10万人未満(N=463)
（％）

2.2

19.2

7.6

2.2

7.2

20.4

9.6

17.3

12.7

1.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

市区(N=761)
（％）

0.0

14.3

5.7

0.0

5.7

22.9

8.6

17.1

20.0

5.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

教育委員会の理解が得られない

具体的な取組内容がわからない

学校の協力が得られない

（アプローチの仕方がわからない）

交通事業者の協力を得られない

期待した効果が得られない

教材の準備などが大変

進め方について相談できる窓口がない

具体的事例を知る機会が少ない

その他

不明・無回答

都道府県(N=35)
（％）

2.4

14.6

7.3

2.4

7.3

24.4

4.9

7.3

26.8

2.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

50万人以上(N=41)
（％）

1.9

14.2

8.5

3.8

5.7

22.6

12.3

17.9

11.3

1.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

20万人以上50万人未満(N=106)
（％）

4.0

15.2

9.3

4.0

6.6

19.9

7.3

14.6

18.5

0.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

教育委員会の理解が得られない

具体的な取組内容がわからない

学校の協力が得られない

（アプローチの仕方がわからない）

交通事業者の協力を得られない

期待した効果が得られない

教材の準備などが大変

進め方について相談できる窓口がない

具体的事例を知る機会が少ない

その他

不明・無回答

10万人以上20万人未満(N=151)
（％）
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⑦「交通環境学習」に取組む場合に予想される問題点や支援してほしい事柄（自由記述） 

 

○取組に向けて予想される問題点や支援してほしい内容について下記の分類で自由意見を整理

した。問題や課題に関する意見が 155件あり、うち「学校や教育委員会の理解・協力・調

整」に関することが最も多く 27件の意見があった。また、新型コロナウイルス感染症対策と

の両立に関連した意見も 17件あった。 

○支援してほしい事柄に関する意見は 61件で、「事例紹介」「学習プログラム・教材・ノベルテ

ィの提供」「講師等の派遣」に関する意見が多く挙げられた。 

※なお、ひとつの意見に複数の分類が重なっているため、回答自治体数の合計と一致しない。 

 

表 取組に向けて予想される問題点や支援要望内容（自由記述内容） 

分類項目 件数（件） 

予想される問題や課題 155 

 

学校や教育委員会の理解・協力・調整 27 

学習内容・教材の検討 22 

コロナ関連（感染防止対策をしながら実施し

た事例、通常授業との両立） 

17 

担当課の人手不足 16 

効果への疑問・効果のわかりにくさ 13 

公共交通が身近でない・利便性が低い 12 

予算の確保 11 

交通事業者との調整 9 

実施校・参加者の確保 6 

ノウハウ不足 3 

庁内の理解、調整 2 

その他 17 

支援してほしい事柄 61 

 

事例紹介 14 

学習プログラム・教材・ノベルティの提供 14 

講師等人員の派遣 14 

費用負担・補助 8 

ノウハウ提供、相談体制、研修会 4 

学校による主体的取組の促進 3 

国への働きかけ 1 

その他 3 

 

  

問６ 今後、貴自治体において「交通環境学習」に取組む場合に、予想される問題点や、支援

して欲しい事柄などについて、具体的に教えてください。 
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(3)「交通環境学習」の教材の活用状況について 

1)交通エコモ財団が提供する教材 

①交通エコモ財団が提供する教材（手引書）の認知度 

 

○手引書では、「見たことはない」が 67.4％と最も高く、次いで「見たことはあるが、活用して

いない」が 29.9％、「見たことがあり、活用している」が 1.2％となっている。「見たことが

ある」を合わせると約 30％となっている。 

○教材・事例・学習プログラムにおいても、手引書とほぼ同様の結果となっている。 

○交通環境学習の実施状況別に教材の認知度を見ると、「これまで実施したことがない」自治体

と比較して、「実施した」「過去に実施したことがある」自治体では、教材を「見たことがあ

る」回答が多くなっている。 

 

 

 

 手引書 
教材・事例・ 
学習プログラム 

  
回答数
（件） 

構成比 
（％） 

回答数
（件） 

構成比 
（％） 

見たことがあり、活用している 5 1.2 6 1.5 

見たことはあるが、活用していない 123 29.9 121 29.4 

見たことはない 277 67.4 278 67.6 

不明・無回答 6 1.5 6 1.5 

合計 411 100.0 411 100.0 

図 交通エコモ財団が提供する教材の認知度 

 

  

1.5

1.2

29.4

29.9

67.6

67.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

教材・事例

・学習プログラム

手引書

見たことがあり、活用している 見たことはあるが、活用していない

見たことはない 不明・無回答

（％）

問７ エコモ財団 HP から入手できる資料についてお伺いします。 

(1)エコモ財団 HP で入手できる、「交通環境学習手引書」（本編または概要版）を見たことが

ありますか？（１つに○） 

(2)エコモ財団 HP で入手できる、教材・事例・学習プログラムを見たことがありますか？（１

つに○） 

見たことがある（手引書） 31.1% 

見たことがある（手引書） 30.9% 
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図 「交通環境学習」の実施状況別 手引書の認知度 

 

 

図 「交通環境学習」の実施状況別 教材・事例・学習プログラムの認知度 

 

  

2.1

3.4

0.0

42.5

39.7

18.5

54.8

56.9

79.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

実施した(N=146)

過去に実施したことはあるが、

昨年度は実施しなかった(N=58)

これまで実施したことがない(N=205)

知っており、活用している 知っているが、活用していない

知らなかった 不明・無回答

（％）

2.1

3.4

0.0

42.5

39.7

18.5

54.8

56.9

79.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

実施した(N=146)

過去に実施したことはあるが、

昨年度は実施しなかった(N=58)

これまで実施したことがない(N=205)

知っており、活用している 知っているが、活用していない

知らなかった 不明・無回答

（％）
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○「自治体の人口・公共交通の状況から類似する地域の事例を探せるようにする」が 43.6％と

最も多く、次いで「図や写真を多く挿入し、直感的にわかりやすくする」が 43.3％となって

いる。 

 

 

  
回答数
（件） 

構成比 
（％） 

図や写真を多く挿入し、直感的にわかりやすくする 178 43.3 

掲載する教材・事例の数を増やす 61 14.8 

掲載する内容を厳選し、コンパクトにする 70 17.0 

学習指導要領との関連をより詳細に記載する 58 14.1 

学習による効果を詳細に掲載する 101 24.6 

関係者（自治体、交通事業者、学校）の調整方法の
例を掲載する 126 30.7 

自治体の人口・公共交通等の状況から類似する地域
の事例を探せるようにする 179 43.6 

実践した教員の反応・感想を掲載する 61 14.8 

児童・生徒、教員、保護者等の反応・感想を多く掲
載する 71 17.3 

その他 20 4.9 

不明・無回答 17 4.1 

合計 411 100.0 

図 教材を使いやすくするための工夫 

43.3

14.8

17.0

14.1

24.6

30.7

43.6

14.8

17.3

4.9

4.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

図や写真を多く挿入し、直感的にわかりやすくする

掲載する教材・事例の数を増やす

掲載する内容を厳選し、コンパクトにする

学習指導要領との関連をより詳細に記載する

学習による効果を詳細に掲載する

関係者（自治体、交通事業者、学校）の調整方法の例を掲載する

自治体の人口・公共交通等の状況から類似する地域の事例を探せ
るようにする

実践した教員の反応・感想を掲載する

児童・生徒、教員、保護者等の反応・感想を多く掲載する

その他

不明・無回答

今回調査(N=411)

（％）

(3)手引書、事例・教材、学習プログラムを使いやすく、より役立つものにするには、どのよう

にしたらよいと思いますか？エコモ財団 HP にてダウンロードできる PDF ファイル、本調査

票に同封の資料１、資料２を参考にご回答ください。（いくつでも） 
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■「その他」の主な意見 

・動画教材を作成する（2 件） 

・ゲーム性を高める 

・学習による効果を数量化指標により明示する 

・公共交通の重要性を教育委員会と共有する 

・使用する資料・準備物を明記した学習指導案を実践事例として挙げる 

・手引き等は簡素化し、事例集を HP に掲載することで検索可能にする 

 

 

 

2)教材に対する意見・要望（自由記述） 

 

○教材の内容に望むこととしては、「実際に運行している交通に関する資料、事例集など」が多

く挙げられた。 

〇教材の形式としては、「動画教材、クイズ」のほか、「プロジェクターで使用できるパワーポ

イント教材」を望む意見も挙げられた。 

 

表 教材に対する意見・要望 

分類項目 件数(件) 

内

容 

実際に運行している交通に関する資料、事例集など 5 

親子、幼稚園児、高齢者等、幅広い年代に対応した教材 4 

学校関係者向けの教材、協働事例 2 

その他 7 

形

式  

動画教材、クイズ 6 

バスの料金箱やボタンなどの体験型教材 2 

プロジェクターで使用できるパワーポイント教材 2 

その他 4 

回答件数 32 

 

  

問８ 交通環境学習に用いる教材について、「こういったものが欲しい」「こういったものがあ

れば活用できる」等のご意見・ご要望があればご記入ください。 
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1.2 教育委員会向けアンケート 

1.2.1 調査の目的 

全国の教育委員会を主体としたにおける交通環境学習の継続的な実施状況及び交通環境学習

を普及していく上での課題把握を目的とする。 

 

1.2.2 調査の設計 

■調査対象 都道府県及び市（東京 23区含む） 

■調査票本数 862件（47都道府県、792市、東京 23区） 

■調査方法 配布：郵送配布 

 回収：選択方式（インターネット、FAX、メール） 

※メール回答の場合は、MM学習ポータルサイトからダウンロードできる電子データの調査票を

用いる。より回答が簡易にできるよう、配布する電子データの調査票はエクセル形式とした。 

■調査時期 令和 2年 10月 12日（月）～令和 2年 10月 30日（金） 

 

1.2.3 調査票の配布・回収の状況 

■配布件数 862件 

■有効回収件数（率） 95件（11.0%） 

 

表 配布件数・有効回収件数 

 配布件数

（件） 

有効回答 

回収数（件） 構成比（％） 

インターネット 

862 

70 73.7 

FAX 20 21.1 

メール 5 5.3 

総計 862 95 100.0 

 

＜参考＞過年度調査の回収方法と回収率 ※調査方法、配布方法は今年度調査を同様 

 令和元年度調査 平成 30年度調査 

回収数（件） 構成比（％） 回収数（件） 構成比（％） 

インターネット 60 60.0 41 57.7 

FAX 33 33.0 27 36.0 

メール 7 7.0 7 9.3 

有効回収件数 100 

回収率 11.6％ 

100.0 75 

回収率 8.7％ 

100.0 
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1.2.4 調査項目及び調査票の設計 

調査項目は、前年度調査の設問を基本とし、自治体向けと同様エコモ財団 HP からダウンロー

ドできる資料に関する設問のほか、デジタル機器の活用状況の設問を追加した。 

 

 

1.2.5 調査結果 

 

■回答者について 

〇「都道府県」から 1件、「市区」から 94件の回答を得た。 

〇構成比を地域別に見ると、「関東」と「中部」が 20.0%となっている。 

〇人口規模別に見ると、「10万人未満」が 70.5％と最も多く、次いで「20万人以上 50万人未

満」が 15.8%、「10万人以上 20万人未満」が 10.5％となっている。 

 

 
今回調査 R01 度調査 

 
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

都道府県 1 1.1 1 1.0 

市区 94 98.9 99 99.0 

合計 95 100.0 100 100.0 

図 回答自治体 

都道府県

1.1%

市区

98.9%
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  今回調査 R01度調査 

 
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

北海道 5 5.3 10 10.0 

東北 12 12.6 14 14.0 

関東 19 20.0 12 12.0 

北陸 8 8.4 8 8.0 

中部 19 20.0 15 15.0 

近畿 14 14.7 14 14.0 

中国 5 5.3 9 9.0 

四国 5 5.3 5 5.0 

九州・沖縄 8 8.4 13 13.0 

不明・無回答 0 0.0 0 0.0 

合計 95 100.0 100 100.0 

図 地方種別 

 

5.3

12.6

20.0

8.4

20.0

14.7

5.3

5.3

8.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州・沖縄

（％）
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  今回調査 R01度調査 

 
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

都道府県 1 1.1 1 1.0 

10万人未満 67 70.5 67 67.0 

10万人以上 20万人未満 10 10.5 16 16.0 

20万人以上 50万人未満 15 15.8 11 11.0 

50万人以上 2 2.1 5 5.0 

不明・無回答 0 0.0 0 0.0 

合計 95 100.0 100 100.0 

図 人口規模別 

  

都道府県

1.1%

10万人未満

70.5%

10万人以上

20万人未満

10.5%

20万人以上

50万人未満

15.8%

50万人以上

2.1%
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(1)「交通環境学習」の取組状況 

1)「交通環境学習」の取組状況 

 

○交通環境学習の取組状況は、「一部の小学校で、授業に取り入れている」が 34.7％と最も多

く、次いで、「今は取組んでいないが、今後授業に取り入れることは可能」が 26.3％、「授業

に取り入れることは難しい」が 20.0％、「全小学校で、交通環境学習を取り入れた授業を行っ

ている」が 18.9％となっている。 

〇全小学校または一部で授業を行っている取組実績のある教育委員会は 53.7％と、前年度調査

の 39.0％と比較して 14.7ポイント増加している。 

〇取組実績のある教育委員会及び、今後授業に取り入れることは可能な取組可能性のある教育

委員会は 80.0％と、昨年度の 72.0％から増加している。 

 

 

 

 今回調査 R01 度調査 

 回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

全小学校で、交通環境学習を取り入れた授業を行っている 18 18.9 14 14.0 

一部の小学校で、授業に取り入れている 33 34.7 25 25.0 

今は取組んでいないが、今後、授業に取り入れることは可能 25 26.3 31 31.0 

授業に取り入れることは難しい 19 20.0 28 28.0 

不明・無回答 0 0.0 2 2.0 

合計 95 100.0 100 100.0 

図 「交通環境学習」の取組状況 

  

全小学校で、交通環
境学習を取り入れた

授業を行っている

18.9%

一部の小学校
で、授業に取り

入れている

34.7%

今は取組んでいないが、
今後、授業に取り入れる

ことは可能

26.3%

授業に取り入れる
ことは難しい

20.0%

無回答・不明
0.0%

問１ 貴教育委員会が所管する小学校では、「交通環境学習」に取組んでいますか？（１つに○） 

取組実績あり 

53.7％（R01 度 39.0％） 

取組可能性あり 

80.0％(H30 度 70.0%)  
N=95 
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2)交通環境学習の効果 

（問１で「全小学校で交通環境学習を取り入れた授業を行っている」「一部の小学校で、授業に取り

入れている」と回答した教育委員会のみ） 

 

○「公共の場でのルールやマナーを身に着けることができる」が 94.1％と最も多く、次いで

「住んでいるまちの理解が深まる」「バスや鉄道など、地域の生活や暮らしを支えている人が

いることへの理解が深まる」が 60.8％となった。 

○今年度調査にて追加した選択肢「改定後の学習指導要領の内容に沿った学習ができる」は

5.9％であった。 

 

  今回調査 R01度調査 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

住んでいるまちの理解が深まる 31 60.8 32 82.1 

住んでいるまちへの愛着が生まれる 13 25.5 21 53.8 

公共の場でのルールやマナーを身につけることができる 48 94.1 37 94.9 

地球環境への理解が深まる 25 49.0 19 48.7 

移動手段について考え、選択することができるようになる 25 49.0 23 59.0 

バスや鉄道など、地域の生活や暮らしを支えている人がいることへの理解が深まる 31 60.8 30 76.9 

地域や社会、他の人のことを考えて、自分自身の行動を選ぶことができるようになる 23 45.1 20 51.3 

改訂後の学習指導要領の内容に沿った学習ができる 3 5.9 - - 

その他 0 0.0 1 2.6 

不明・無回答 0 0.0 0 0.0 

合計（回答対象者数） 51 100.0 39 100.0 

図 「交通環境学習」に期待する効果（複数回答）  

60.8

25.5

94.1

49.0

49.0

60.8

45.1

5.9

0.0

0.0

82.1

53.8

94.9

48.7

59.0

76.9

51.3

2.6

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

住んでいるまちの理解が深まる

住んでいるまちへの愛着が生まれる

公共の場でのルールやマナーを

身につけることができる

地球環境への理解が深まる

移動手段について考え、

選択することができるようになる

バスや鉄道など、地域の生活や暮らしを

支えている人がいることへの理解が深まる

地域や社会、他の人のことを考えて、

自分自身の行動を選ぶことができるようになる

改訂後の学習指導要領の内容に沿った学習ができる

その他

不明・無回答

今回調査(N=51)

R01度調査(N=39)

（％）

問２ 「交通環境学習」には、どのような効果があるとお考えですか。 
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3)実施した「交通環境学習」の対象者と内容 

 

○小学生を対象とした「バスや電車等の体験乗車・乗り方教室」が最も多く 80.4％を占め、「バ

スや電車等の乗り方の座学」が 62.7％と続く。 

○「地球環境問題と交通に関する座学」は小学生で 41.2％、「バリアフリーに関する学習（座

学）」は小学生で 39.2％、「バリアフリーに関する学習（体験型）」は小学生で 33.3％となっ

ている。 

○中学生でみると、「バリアフリーに関する学習（座学）」が最も多く 27.5％を占め、「地球環境

問題と交通に関する座学」、「バリアフリーに関する学習（体験型）」が共に 23.5％と続く。 

 

 

問３ 実施した「交通環境学習」の対象者と内容は？ 

（枠内の該当する部分に○をご記入ください） 

N=51 
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図 「交通環境学習」の対象者と内容 

 

 

  

小学生 中学生 高校生 大学生 その他
不明・
無回答

実施
団体数

小学生 中学生 高校生 大学生 その他
不明・
無回答

実施
団体数

バスや電車等の乗り方の座学 32 8 1 0 0 20 51 62.7 15.7 2.0 0.0 0.0 39.2 100.0

地球環境問題と交通に関する座学 21 12 1 0 1 28 51 41.2 23.5 2.0 0.0 2.0 54.9 100.0

バリアフリーに関する学習（座学） 20 14 1 0 0 31 51 39.2 27.5 2.0 0.0 0.0 60.8 100.0

バスや電車等の体験乗車・乗り方教室 41 11 1 0 0 12 51 80.4 21.6 2.0 0.0 0.0 23.5 100.0

交通すごろく 3 0 0 0 0 49 51 5.9 0.0 0.0 0.0 0.0 96.1 100.0

フードマイレージ 4 1 1 0 0 48 51 7.8 2.0 2.0 0.0 0.0 94.1 100.0

バリアフリーに関する学習（体験型） 17 12 1 0 0 34 51 33.3 23.5 2.0 0.0 0.0 66.7 100.0

その他１ 4 0 0 0 0 47 51 7.8 0.0 0.0 0.0 0.0 92.2 100.0

その他２ 1 0 0 0 0 50 51 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 98.0 100.0

座
学

体
験
型

そ
の
他

回答者数（件） 構成比（％）
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4)「交通環境学習」の課題や障壁 

 

○「授業時間の確保が難しい」が 78.9％と多数をしめた。次いで「教育現場に新しい取り組み

を行う余裕がない」が 51.6％、「適切な教材を準備することが難しい」が 42.1％、「具体的な

事例を知る機会が少ない」が 23.2％となっている。 

○今年度調査にて追加した選択肢「自分たちの地域や交通に関するデータ（教材）を入手する

ことが難しい」は 14.7％であった。 

 

  今回調査 R01 度調査 

  
回答数
（件） 

構成比
（％） 

回答数
（件） 

構成比
（％） 

授業時間の確保が難しい 75 78.9 81 81.0 

予算が足りない 17 17.9 16 16.0 

具体的な取組み内容がわからない 20 21.1 22 22.0 

自治体や交通事業者の協力を得るのが難しい 8 8.4 4 4.0 

適切な教材を準備することが難しい 40 42.1 32 32.0 

自分たちの地域の交通やデータ（教材）を入手することが難しい 14 14.7 － － 

進め方について相談できる窓口がない 8 8.4 7 7.0 

教育現場に新しい取り組みを行う余裕がない 49 51.6 50 50.0 

具体的事例を知る機会が少ない 22 23.2 31 31.0 

その他 9 9.5 5 5.0 

不明・無回答 0 0.0 2 2.0 

合計（回答対象者数） 95 100.0 100 100.0 

図 「交通環境学習」に取組んでいく上での課題や障壁（複数回答）  

78.9

17.9

21.1

8.4

42.1

14.7

8.4

51.6

23.2

9.5

0.0

81.0

16.0

22.0

4.0

32.0

0.0

7.0

50.0

31.0

5.0

2.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

授業時間の確保が難しい

予算が足りない

具体的な取組み内容がわからない

自治体や交通事業者の協力を得るのが難しい

適切な教材を準備することが難しい

自分たちの地域や交通に関するデータ（教材）を
入手することが難しい

進め方について相談できる窓口がない

教育現場に新しい取り組みを行う余裕がない

具体的事例を知る機会が少ない

その他

不明・無回答

今回調査(N=95)

R01調査(N=100)

（％）

問４ 「交通環境学習」に取組んでいく上での課題や障壁は何ですか？（いくつでも） 
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■「その他」の内容 

・公共交通機関を利用する機会がほとんどない、必要性を感じない（5 件） 

・○○学習が増えていく多忙感 

・「～教育」というのが各方面から提唱され、実践を促されるが、各教科等で行っており、取り立てて全

てを行うことには限界がある 

・将来的な利用につながっているのか把握できない。 

・バスや電車を使った校外学習では、電車を使った場合職員の目が行き届かず安全確保が課題となる。

（災害時や混雑時の車内トラブル等） 
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(2)「交通環境学習」の教材の活用状況について 

1)交通エコモ財団が提供する教材 

①交通エコモ財団が提供する教材（手引書）の認知度 

 

○手引書では、「見たことはない」が 71.6％と最も高く、次いで「見たことはあるが、活用して

いない」が 28.4％、「知っており、活用している」が 1.1％となっている。「見たことがあ

る」を合わせると、約 30％となっている。 

○教材・事例・学習プログラムにおいても、手引書とほぼ同様の結果となっており、教材認知

度は低い。 

 

 

 

 手引書 
教材・事例・ 
学習プログラム 

  
回答数
（件） 

構成比 
（％） 

回答数
（件） 

構成比 
（％） 

見たことがあり、活用している 1 1.1 0 0.0 

見たことはあるが、活用していない 27 28.4 27 28.4 

見たことはない 67 70.5 68 71.6 

不明・無回答 0 0.0 0 0.0 

合計 95 100.0 95 100.0 

図 交通エコモ財団が提供する教材の認知度 

 

  

1.1 28.4

28.4

70.5

71.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

手引書

教材・事例・

学習プログラム

見たことがあり、活用している 見たことはあるが、活用していない

見たことはない 不明・無回答

（％）

問５ エコモ財団 HPから入手できる資料についてお伺いします。 

(1)エコモ財団 HPで入手できる、「交通環境学習手引書」（本編または概要版）を見たことがあ

りますか？（１つに○） 

(2)エコモ財団 HPで入手できる、教材・事例・学習プログラムを見たことがありますか？（１

つに○） 

見たことがある 29.5％ 

見たことがある 28.4％ 
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○「学習指導要領との関連をより詳細に記載する」が 56.8％と最も多く、次いで「図や写真を

多く挿入し、直感的にわかりやすくする」が 50.5％、「学習による効果を詳細に掲載する」が

34.7％であった。 

 

  
回答数
（件） 

構成比 
（％） 

図や写真を多く挿入し、直感的にわかりやすくする 48 50.5 

掲載する教材・事例の数を増やす 27 28.4 

掲載する内容を厳選し、コンパクトにする 23 24.2 

学習指導要領との関連をより詳細に記載する 54 56.8 

学習による効果を詳細に掲載する 33 34.7 

関係者（自治体、交通事業者、学校）の調整方法の
例を掲載する 

20 21.1 

自治体の人口・公共交通等の状況から類似する地域
の事例を探せるようにする 

20 21.1 

実践した教員の反応・感想を掲載する 17 17.9 

児童・生徒、教員、保護者等の反応・感想を多く掲
載する 

10 10.5 

その他 4 4.2 

不明・無回答 1 1.1 

合計 95 100.0 

図 教材を使いやすくするための工夫 

  

50.5

28.4

24.2

56.8

34.7

21.1

21.1

17.9

10.5

4.2

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

図や写真を多く挿入し、直感的にわかりやすくする

掲載する教材・事例の数を増やす

掲載する内容を厳選し、コンパクトにする

学習指導要領との関連をより詳細に記載する

学習による効果を詳細に掲載する

関係者（自治体、交通事業者、学校）の調整方法の例を
掲載する

自治体の人口・公共交通等の状況から類似する地域の
事例を探せるようにする

実践した教員の反応・感想を掲載する

児童・生徒、教員、保護者等の反応・感想を多く掲載する

その他

不明・無回答

（％）

(3)手引書、事例・教材、学習プログラムを使いやすく、より役立つものにするには、どのよう

にしたらよいと思いますか？エコモ財団 HP にてダウンロードできる PDF ファイル、本調査票

に同封の資料１、資料２を参考にご回答ください。（いくつでも） 
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■「その他」の内容 

・公共交通機関が乏しい自治体における事例 

・GIGAスクールにむけて子どもがゲーム感覚で主体的に学習を進められる HPやアプリの提供を 

・多くの学校で活用していけるよう、広報にも力を入れるべき 

 

 

(3)教育機器の活用状況について 

1)デジタル機器の活用状況について 

 

○「児童・生徒用タブレット端末」が 86.3％と最も高い回答を得た。 

 

  
回答数
（件） 

構成比 
（％） 

児童・生徒用コンピューター 26 27.4 

児童・生徒用タブレット端末 82 86.3 

電子黒板 37 38.9 

その他 4 4.2 

不明・無回答 2 2.1 

合計 95 100.0 

図 デジタル教材の活用が期待される機器 

 

■その他 

・実物投影機 

・児童はタブレット端末・中学校は生徒用コンピューター 

  

27.4

86.3

38.9

4.2

2.1

0.0 50.0 100.0

児童・生徒用コンピュータ

児童・生徒用タブレット端末

電子黒板

その他

不明・無回答

（％）

問６ 学習のデジタル化として貴教育委員会で導入（もしくは導入を検討）されており、交通

環境学習への活用が期待される機器はありますか？（いくつでも） 
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2)「交通環境学習」の普及・推進について 

 

○「普及・推進していく上での課題」に関する意見が 36件と多く、その中でも「カリキュラ

ム、時間的余裕がない」といった内容が最も多かった。また、自治体の特性として「公共交

通が身近にない、利便性が低い」ことに課題を感じている教育委員会も複数挙げられた。 

〇「交通環境学習の効果、重要性」「取り組みに関する工夫」等の意欲的な意見もそれぞれ 11

件挙げられた。 

〇また、「交通環境学習に期待すること」として、地球環境や SDGｓの観点から社会問題に関

心を持てるようになる、といった教育的効果を期待する意見が複数挙げられた。 

 ※なお、ひとつの意見に複数の分類が重なっているため、回答自治体数の合計と一致しない。 

 

表 交通環境学習の普及・推進に関する意見 

分類項目 件数（件） 

普及・推進していく上での課題 36 

 カリキュラム、時間的余裕がない 18 

 公共交通が身近にない、利便性が低い 11 

 その他 7 

交通環境学習の効果、重要性 14 

取組に関する工夫 14 

交通環境学習に期待すること 13 

その他 7 

回答件数 84 

 

  

問７ 交通エコロジー・モビリティ財団が調査した結果、公共交通を教材に用いた「交通環境

学習」に取り組む小学校は、全国で少しずつ増えています。 

また、教育委員会と自治体が連携して「交通環境学習」の教育的効果を考え、授業に活かして

いる地域もあります。 

貴教育委員会としては、「交通環境学習」を普及・推進することに対して、どのように思われま

すか。 



53 

1.3 アンケート調査結果のまとめと今後の課題 

 

（１）アンケート調査結果のまとめ 

①都道府県・市を対象としたアンケート 

 ・本年度調査において回答を得た 411自治体における、昨年度の交通環境学習の実施状況は 35.5％で

あった。昨年度は実施していないものの、これまでに実施したことがある団体もあわせると、交通

環境学習の実施経験のある団体は 49.6％となり、昨年度調査に比べ 3.7pt減少した。 

 ・交通環境学習を継続的に実施できる理由として、「自治体の方針や計画に位置づけられている」との

回答割合が昨年度より 7.4pt上昇し、47.8％であった。 

 ・交通環境学習の効果としては、「公共交通の利用促進・利用者増」を挙げている団体が最も多い結果

であった。 

 ・昨年度交通環境学習に取組んでいない団体における取組まなかった理由としては、「担当部課の人

手不足」を挙げた団体が最も多く、次いで「取組方法が分からない」、「教材の作成や準備が大変」

といった理由であった。 

 ・今年度の交通環境学習への取組としては、取り組む予定である自治体が 25.8％であるものの、その

うち半数の自治体が、新型コロナウイルスの影響により取組内容の変更や中止を検討していると回

答した。 

 ・新型コロナウイルスの影響により、当初の取組方法とは異なる方法での実施を検討している自治体

では、グループ学習から個別学習へ変更したり、バス試乗のプログラムを一部中止したりする等の

工夫が挙げられた。 

 ・新型コロナウイルスの影響により授業が縮小されている中でも交通環境学習を実施する理由として

は、「自治体として公共交通の利用促進を図るため」を挙げている団体が最も多い結果となった。な

お、その他の意見として「コロナ禍で利用が減少している公共交通の利用促進を図るため」といっ

た意見も見られた。 

 ・例年交通学習を実施していたが、今年度は新型コロナウイルスの影響のため中止した理由としては、

「３密対策の取組のため全校生徒・全学年を集めた授業が難しいため」「全体的な授業数が減って

おり、他の教科の学習を優先する必要があるため」が多く挙げられた他、「バスまつりなど、イベン

ト自体が中止になったため」といった回答が得られた。 

 ・交通エコモ財団が提供する交通環境学習に関する教材の認知度は、手引書、教材・事例・プログラ

ムともに低いことが明らかとなった。 

 ・交通環境学習に取組んでいく上での課題や障壁としては、「教材の準備などが大変」、「具体的な取組

内容がわからない」等において多くの回答が得られた。なお、教材の形式に対する要望としては、

「動画やクイズ」の件数が 6件と最も多く、教材の形式について今後検討が必要と思われる。 

 ・交通環境学習に取組んでいく上で予想される問題点として、「感染防止対策と学習の両立」や「新し

い生活様式に即した公共交通の利用へとの転換が求められている」等の意見が挙げられており、新

型コロナウイルスにより交通を取り巻く状況が変化していく中で、今年度交通環境学習を実施した

団体の事例等を収集し、次年度以降の参考としていくことが重要であると考えられる。 
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②教育委員会を対象としたアンケート 

 ・回答のあった教育委員会（95件）が所管する小学校での交通環境学習の実施状況について、取組実

績ありは 53.7％であり、昨年度調査から 14.7pt増加した。 

 ・教育委員会が考える交通環境学習の効果としては、「公共の場でのルールやマナーを身に着けるこ

とができる」が最も多かった。今年度調査にて追加した選択肢「改定後の学習指導要領の内容に沿

った学習ができる」は 5.9％であった。 

 ・交通環境学習に取組んでいく上での課題や障壁としては、「授業時間の確保が難しい」が最も多く、

次いで「教育現場に新しい取り組みを行う余裕がない」、「適切な教材を準備することが難しい」が

挙げられ、昨年度とほぼ同様の結果となった。自治体のみならず、教育委員会からも人や教材に関

する課題が挙げられた。 

 ・交通エコモ財団が提供する交通環境学習に関する教材の認知度については、教育委員会においても

低いことが明らかとなった。エコモ財団が提供する教材に対する改善策としては、「学習指導要領

との関連をより詳細に記載する」が最も多く、次いで「図や写真を多く挿入し、直感的にわかりや

すくする」、「学習による効果を詳細に掲載する」であった。 

 ・導入もしくは導入を検討されているデジタル機器としては、86.3％の教育委員会が「児童・生徒用

タブレット端末」を回答しており、今後、タブレット端末に対応した教材（例えば自治体アンケー

トで要望が多かった動画教材等）を開発することで、教育現場における交通環境学習教材の普及に

繋がる可能性がある。 

 

（２）今後の課題 

 ・交通環境学習に取組んでいく上での課題として、都道府県・市、教育委員会いずれにおいても、実

施方法や教材に関する情報不足が挙げられた。また、エコモ財団で提供している教材についての認

知度は依然として低く、動画教材等デジタル機器やパワーポイントに対応した教材の更新とともに、

こうした教材の周知を図ることで、教育現場の負担軽減にも繋がると考えられる。 

 

 ・今年度の交通環境学習の実施状況としては、新型コロナウイルスにより取組内容を変更せざるを得

なくなったり、例年実施していたイベントが中止になったりする等の影響が見られた。今後、新た

な生活様式による公共交通の利用方法の変化や、テレワークの拡大による公共交通の縮小の可能性

を踏まえると、公共交通利用時の感染防止対策やアフターコロナでの公共交通との関わり方を学習

内容に取り入れていく必要が考えられる。 

 

 ・教育委員会向けアンケートについて、前年度に引き続き回答率を上げるため選択式の設問を中心に

設問を作成したが、回答率は前年度とほぼ同程度であった。今後も配布・回収時期の見直しも含め

て回答率の向上について検討する必要がある。 
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参考 1.自治体向け アンケート調査票 

①昨年度取組が確認された自治体向け 
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②昨年度取組が確認されなかった自治体向け 
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参考 2.教育委員会向け アンケート調査票 
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